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歩の重要性は 20 世紀前半の J. シュンペーターによるイノベーション論、その後 1950 年代
















中、1998 年に米国の Bayh-Dole 法を参考とする大学と産業界との間の技術移転を促進する






















































考えられる 1998 年以降 2008 年までの日米両国の大学特許をもとに分析を行っている。日
本に関しては国立大学の特許のみを分析対象とし、この間米国特許商標庁に登録されてい
る全ての特許 1,779 件を利用している。米国のデータは膨大であるため全体の 5％に相当す
























（TLO 法）が、また 1999 年には産業活力再生特別措置法が制定されるなど科学技術を基盤
とする産業再生の法整備が行われてきた。産業活力再生特別措置法は日本版 Bayh-Dole 法と
呼ばれ、1980 年に米国の生産性向上、国際競争力強化を目的して制定された通称 Bayh-Dole







は 2003 年の 2935 件より 2007 年には 7448 件まで増加し、また米国特許商標庁に登録され
た日本の国立大学の特許は 1998 年の 31 件から年々増え 2007 年には 410 件と約 10 年間に














データ収集が可能な 1976 年から 2008 年まで、引用可能特許に関しては 1980 年から 2008
年までを範囲とし、被引用可能特許数は国立大学、企業でそれぞれ 2,075 件、854,228 件、










分析の結果、これら 2 つの比率はともに 1990 年代中盤を基点として上昇トレンドを示し
ていること、また同じく 1990 年代中盤以降、「企業間引用特許数に対する企業による大学
特許の引用数の比」が「企業の取得特許数に対する大学の取得特許数の比」より早いスピ











転換したと考えられる 1998 年以降 2008 年までの日本の国立大学特許データ 1,779 件、ラン
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読なし）、World Academy of Science, Engineering and Technology, No.72における1編の査読付
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以上より、審査委員会は、学位申請者に対して、本学学位規程第 18 条第 1 項に基づいて、
「博士（政策科学 立命館大学）」の学位を授与することが適当であると判断する。 
 
